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都市のライフサイクル環境
負荷解析
建物のライフサイクルにわたるＣＯ２削減の取組事例
について

大林組 地球環境室

漆崎 昇

本日の内容

建設業と地球温暖化

都市のＣＯ２解析

個別の建物のＣＯ２削減実施例

日本における建設活動が関与する二酸化
炭素排出量の割合
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出典：「産業連関表を利用した建築業の環境負荷推定」 日本建築学会計画系論文集 第549号 2001年11月

日本の1995年二酸化炭素排出量(1.363Gt-CO2)

建設活動に
関連する部分
合計 42.7%
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対応策

１．省エネルギー

２．資材の選択

（グリーン調達）

３．輸送対策
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年
間

延
床

面
積

当
た

り
二

酸
化

炭
素

排
出

量
(k

g-
C

Ｏ
2
/
㎡

･年
) 

+省エネ対策

(SRC造･18階･72,000㎡)

ｾﾝﾀｰｺｱﾌﾟﾗﾝ
+40年間使用

ｾﾝﾀｰｺｱﾌﾟﾗﾝ
+80年間使用

四隅ｺｱﾌﾟﾗﾝ
+80年間使用

+ﾘｻｲｸﾙ材使用

四隅ｺｱﾌﾟﾗﾝ
+80年間使用

+ﾘｻｲｸﾙ材使用

16.9 8.4 6.6 6.6

3.3

1.8 1.8 1.8

1.1

0.4 0.4 0.4

57.6

57.6 55.7

33.0

11.7

11.7 10.3

10.3

10.3

10.3
10.3

10.3

1.1

0.7
0.7

0.7

0

20

40

60

80

100

120

施工

資材

運搬

更新

保守

運用

廃棄
101.9

90.9
85.8

63.1

モデル事務所の仕様変更に伴うライフサイクル二酸化炭素排出量比較

建物のライフサイクルＣＯ２
(省エネルギーの重要性)

建設資材のCO2排出量原単位
（資材の選択）

製材 1.690

CO2排出量
[kg-CO2/kg]

高炉材(厚板)
1.380

電炉材（鉄筋） 0.431

ポルトランド
セメント 0.756

高炉セメント 0.445

鉄 鋼

セメント

木 材

■ 一般道路・高速道路での省燃費運転のポイント
① 急発進、急加速を避ける
② 早めのシフトアップ、遅めのシフトダウン
③ 一定速度運転（波状運転の防止）の励行
④ 惰力走行の多用
⑤ エンジンブレーキの使用
⑥ 経済速度での走行

■ 共通的な省燃費運転のポイント
① 必要最低限のアイドリング運転
② タイヤの空気圧の適正化
③ エンジンオイルの適性管理 等

燃料削減率
２０～４０％

省燃費運転
（輸送時の省エネ）
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都市のライフサイクル環境負荷解析
（大阪中之島西部地区）

長期的な視野に立った都市開発や更新事業の環境負荷評価手法が求め
られている。

中之島西部地区（大阪の業務中心地域）

・モデル地域：大阪市中之島西部地区

・地区面積：３３ha（約80棟の建物）

・モデル地域内

建築物延床面積：778,510㎡

橋梁延べ長さ：1,126m
地下鉄延長：768m
護岸延長：2,843 ｍ
遊歩道延長：1,837m

・対象都市インフラ：

上下水道・電気・ガス・ゴミ処理施設
日本科学技術振興事業団・戦略的基礎研究事業の一部

モデルの概要１

建築物 土木構造物 代謝系インフラ

車両・鉄道交通
広域代謝システム

分析 ・ 評価

＜基本計画段階＞

＜基本構想段階＞

資源 ・ エネルギ－ ・ 水

モデルの概要２

評価対象

資材生産 運搬 現場施工 使用・稼働 保守 大規模更新 解体廃棄

資材使用 エネルギ－使用 二酸化炭素排出 固形廃棄物発生

分析ステージ

環境負荷LCA評価項目

解析結果

資材消費量 固形廃棄物量二酸化炭素排出量
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敷地統合の効果比較

建築敷地平面寸法( m )条件名称

短辺方向 長辺方向

階数

( 階 )

建築面積

( m2 )

延床面積

( m2 )

棟数

( 棟 )

分散型Ａ 25 25 9 500 4,500 8

分散型Ｂ 25 50 9 1,000 9,000 4

分散型Ｃ 50 50 9 2,000 18,000 2

統合型 50 100 9 4,000 36,000 1

高層型Ｅ 50 50 18 2,000 36,000 1

高層型Ｆ 25 50 36 1,000 36,000 1

Ｄ

A B C D E F

9F×８棟 9F×４棟 9F×１棟9F×２棟 18F 36F

保守 更新 解体運用施工運輸資材

生産
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ﾗｲﾌｻｲｸﾙ二酸化炭素排出量
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中之島西部地域統合化

中之島西部地域（３ケースのライフサイクルＣＯ２の試算）

1. 現状の建築群

2. 同街区内で用途および構造が同じ建築物の敷地を統合した場合
（統合化１）

3. 事務所については街区内に関わらず地区内で構造が同じものを統
合した場合（統合化２）

統合するに当たり、街区面積および延床面積の合計は全て同一と
した。また、敷地に余裕がある30階以上の高層建物については、
階数を1/3低くした。なお、敷地統合の対象となる建物は事務所の
みとした。

建物数は現状の80棟（事務所：61棟）から、統合化１にて43棟（事
務所：24棟））、統合化２にて22棟（事務所：3棟）に減少した。

中之島西部地域統合化

ケース 省エネ導入による 延床面積 手法 省エネ手法

削減割合（％） ( m2 ) 番号

統合化１ 0 ～5,000未満 標準的仕様

5 5,000以上～10,000未満 手法１ 窓面積率縮小＋断熱強化

10 10,000以上～30,000未満 手法２ 手法１＋全熱交換機

20 30,000以上～60,000未満 手法３ 手法２＋ＶＡＶ＋ＶＷＶ

30 60,000以上～ 手法４ 手法３＋温度差拡大＋低圧損＋高効率照明

統合化２ 40 面積区分なし 手法５ 手法４＋照明・ｺﾝｾﾝﾄの積極的省エネ化
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個別ビルの省エネルギー対策
ニッセイ四日市ビル

 

所 在 地：三重県四日市市

設計監理：日本生命保険相互会社
(株)大林組

建物用途：事務所
敷地面積：１，００２．８８㎡
建築面積：７１８．４７㎡
延床面積：３，８５２．８１㎡
建 物 高：２５．６０ｍ

基準階階高：３．７０ｍ
構造：ＲＣ造り
規模：地上５階 塔屋１階
工期：平成６年４月～平成７年３月

省エネのコンセプト

平成6年度 先導的高効率エネルギー利用型建築物

モデル事業適用ビル（当時；通商産業省）

1. 中小規模の事務所ビルに適用できる省エネルギー

2. 継続的に省エネルギー化が実践できる

3. 快適性を犠牲にしない

4. 経済的に成り立つ

5. 省エネルギー効果を検証

空調衛生工学会「十年賞」受賞

省エネ
システム
概念図

通気窓
二重窓内に室内空気を通して、外部よ
りの侵入熱の遮断及び、回収を制御す
る、省エネルギー型通風窓。

太陽電池
太陽光エネルギーを電気に交換し、
ビル内に電力を供給。

導入した省エネ技術の例
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CO2の排出量の年別推移
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CO2－経済性ベクトル図 まとめ

都市および建物のライフサイクルにわたるCO2
の削減事例を紹介してきた。

CO2削減には

1. 省エネルギー

2. 資材の選択

3. 輸送の改善

が重要である。
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